最高裁判所第三小法廷　御中

〔 平成１９年（行ツ）第２１１号・平成１９年（行ヒ）第２２４号 〕
上　申　書

　明治乳業不当労働行為再審査申立却下命令取消訴訟事件（上告人・伊藤　満 外３０名）の下級審判決には重大な誤りがありますので、下記の通り上申いたします。最高裁判所が本事件を速やかに受理され、口頭弁論を開き、下級審の誤りを公正に見直されることを求めます。

記

１、本事件に対する控訴審判決（東京高等裁判所民事５部、小林克己裁判長。以下原審という）は、その事実認定・判断では不当労働行為判断要件に基づく判示を明確に行いました。　　

原審判決は、① 控訴人ら労働組合活動の集団性を認定し、② 集団間格差を「無視できない有意な格差」と認定しました。そして、③ 不当労働行為意思も、控訴人ら立証のマル秘資料を認定し、「控訴人らの主張を妥当するとみる余地はある」と判示したのです。

２、しかし、原審判決は、「過去からの格差が累積し現存する場合は、不当労働行為救済の実効性確保の見地から、労働委員会の裁量で救済できる」旨の判示をしながら、その救済が許される条件として、① 行為の同質性、② 時間的な隔たりが小さく、③ 関連の強固性などのハードルを設定します。そして、本事件は、「救済対象となる行為との時間的な隔たりがあまりにも大きい」とし、「これに踏み込んで審理・判断することは、除斥期間の趣旨に反する」等として、被控訴人（中央労働委員会）が「不当労働行為該当性について審理しなかったことにつき、裁量権の行使に違法があるとみる余地はない」と判示します。しかし、不当労働行為の成否についての審理をも拒否する裁量権は、労働委員会設立趣旨に照らしてもあり得ません。まさに、労働委員会の使命放棄であり、最高裁判例にも違反するものです。

３、本事件は、極めて典型的な不当労働行為・差別事件です。参加人（会社・明治乳業）は、１９６０年代後半から、人減らし「合理化」施策に反対し劣悪な労働条件の改善を求めて、高揚する労働組合活動に危機感を深め、主要工場にインフォーマル組織を結成して、労働者を赤組・白組・雑草組の枠組みに分類管理します。そして、昇給・昇格や仕事差別の脅しで、「どの集団に帰属するか」の踏絵を迫るなど労組役員選挙に介入し、屈服しない上告人ら集団に赤組の烙印を捺し、見せしめ的な差別攻撃を長期に続けているのです。

　　これらの事実が、初審（東京都労働委員会）段階から主張・立証されてきた事は、原判決も「当審においても展開された控訴人ら、参加人の各主張やこれまで提出された膨大な証拠からも明らかなように、双方が激しく争ってきた」と判示しています。これら審理の到達からしても、中労委の裁量権を理由とした審理・判断の拒否は許されないものです。

４、本事件に対する下級審の判断には、上記の通り判例・先例違反や論理矛盾があります。速やかに上告を受理され、口頭弁論を開き、下級審の誤りを見直されることを強く求めます。
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